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将来人口推計値実績値

 

26％減少 

本町の人口は、昭和 55 年国勢調査において

25,699 人で、その後減少を続け、平成 27 年国

勢調査の人口は 18,587 人となっています。全国

的な傾向と同様、人口減少と同時に少子・高齢化

が確実に進行しています。 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本町

の将来人口は、10年後の平成37（2025）年に

は約1.6万人、20年後の平成47（2035）年に

は約 1.4 万人と推計され、平成 27 年の人口から

26％の減少が見込まれています。 

計画のフォローアップ体制 

資料：実績値/国勢調査、推計値/国立社会保障・人口問題研究所 

■今後、【公共施設等の管理に関する

実施方針】に則って計画を実施して

いく中で、公共施設等のマネジメント

は、着実に実行され、チェックされ、改

善され、計画の質をさらに向上させる

よう、図に示すイメージの PDCA サイ

クルによる体制づくりを確立させていき

ます。 

 

■町民と問題意識を共有するため、施

設に関する情報等を積極的に開示

します。また、公共施設等に関する

評価結果についてもホームページ等

で町民と共有し、その評価結果を基

に、必要に応じて計画の改訂をおこ

ないます。 

計画期間 

人口の推移と将来人口推計 

 

本計画の計画期間は平成 29 年度（2017 年）～平

成 48 年度（2036 年）までの「20 年間」と設定し、必要

に応じて適宜計画の見直しをおこないます。 

財政状況 

 

町
有
財
産 

公共施設等 

公共施設 

（動産・金融資産） 

町有地 

その他 

インフラ
施設 

集会施設 

スポーツ施設 
学校教育 
公営住宅等 

庁舎等施設  
など 

対象施設 

道路 
橋梁 
上下水道管 

上下水道施設 
公園 
漁港 
など 

適宜見直し 

 平成17年度から平成27年度までの平均でみると歳

入全体の約 39％を地方交付税が占めていますが、合

併自治体に対する地方交付税の優遇措置は平成

28 年度から 32年度までに段階的に縮減が見込まれ

ています。 

 人口の減少や景気変動の影響を受けやすい地方税に

ついても平成20年以降多少の増減を伴いながら緩や

かな減少傾向が続いています。 

 歳入全体も、平成 27 年度には増加しましたが、平成

24年度以降は減少傾向にあります。 

築上町公共施設等総合管理計画【概要版】 

本計画は、国により策定された「インフラ長寿命基本計

画」を踏まえ、本町の最上位計画である「築上町総合計

画」に即した計画とします。 

また、「築上町総合計画」を基にすでに策定されている計

画等との整合性を図るものとし、本計画に即して策定される

個別施設計画（長寿命化計画等）において、各公共施

設等の管理を横断的に取り組むことができるようにするため

の基本的な方針や目標を示すものとします。 

計画の位置づけ 

 平成 17 年度から平成 27 年度までの平均でみると、

人件費や扶助費等の義務的経費が全体の約 46％を

占めていますが、歳入が減少する中、扶助費が年々増

加傾向にあり、社会保障における歳出の比重は、高齢

化の進行等に伴い高まっていくことが見込まれます。 

 公共施設等の新設、改修・更新等に係る投資的経費

は、平成 17 年度においては約 29 億円となっています

が、平成 18 年度から平成 27 年度までの平均は

年間約 13 億円程度となっています。 

対象施設 

本町が保有する全ての公共施設等及び町有地が対象です。 

歳出 

公共施設等の保有量の目標 

計画期間 20 年間で施設保有量の  

約 27％削減（延床面積ベース）を目指します。 

本町の多くの公共施設等は老朽化が進み、その対策が求められる中、人口減少や少子高齢化により

財政状況は今後より一層厳しい状況となることが予想されます。ここで、本町の公共施設等のあり方

について見つめ直し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的におこない、財

政負担を軽減・平準化させながら、公共施設等の最適な配置を実現することが求められています。 

このため、本町の現状と将来を見据え、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計

画（築上町公共施設等総合管理計画）を策定しました。 

歳入 

築上町公共施設等総合管理計画 概要版 平成 29 年 3 月  ●発行／築上町 財政課 

〒829-0392 福岡県築上郡築上町大字椎田 891 番地 2  TEL: 0930-56-0300（代表）     

 

本町の公共施設保有量は約 16 万㎡で、町民一人当たりの延床面

積は全国平均や類似自治体よりも多く、今後の財政状況等によりすべて

の施設を更新していくことは困難な状況です。将来わたり必要なサービス

を維持していくためにも、財政規模に応じた適切な保有量を目指します。 

 

計画推進のための今後のスケジュール 

■本計画は、本町の公共施設等をマ

ネジメントする上での基本となる計画

です。今後、施設ごとの対応方針を

定める個別施設計画を策定する上

での基本的な方向性を示すものとな

ります。 

 

■今後は、公共施設等に関する情報

を蓄積するとともに、本計画の着実な

推進に活用します。さらに、本計画

及び個別施設計画に沿って、町民ニ

ーズの把握や施設別の分析評価を

おこない、評価結果に基づき、施設

の適正な配置と管理形態の見直し

をおこなっていきます。 

計画の推進に向けて 
 

類型ごとの管理に関する基本方針 

「公共施設等の管理に関する実施方針」に

基づき、建築系施設及びインフラ系施設につ

いて、類型ごとの方針を策定しました。（詳

細は、本編の「４章 類型ごとの管理に関す

る基本方針」をご覧ください。） 

公共施設等マネジメント推進本部 

（財政課） 

各公共施設等の関係所管部署 

施設情報 

点検・診断結果 

一元管理 

【財政課】 
【公共施設等総合管理計画検討委員会】 

【公共施設】 

個別施設計画 

【各所管部署】 【各所管部署】 

【インフラ施設】 

個別施設計画 

公共施設等総合管理計画（本計画） 

計画（Plan） 

【財政課・各所管部署】 

現状分析・評価に基づく 

事業の見直し 

改善（Action） 

【財政課・各所管部署】 

※本計画との整合を確認した上

で予算編成・執行 

公共施設等マネジメントの

実施 

実施（Do） 

※主要事業については、 

公共施設等総合管理計画委員会に諮る 

【財政課・各所管部署】 

・施設データの更新 

・効果の検証 

・進捗状況の確認 

現状分析・評価 
（Check） 

情報共有  

平成29 年度 平成 27~28 年度 平成３1 年度以降 平成３０年度 

データベース・更新 

 

本
計
画
の
策
定 

本計画の公表・周知 

本計画の推進 

本計画の見直し 

【公共施設】【インフラ施設】個別施設計画の策定 

【公共施設】【インフラ施設】個別施設計画の推進  

施設の適正配置 管理形態の見直し 

1 ４ 
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公営住宅等

公園
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その他

124.3 

40.3 

50.3 

21.2 13.3 

20.5 

169.7 

113.3 

81.2 

185.1 

220.0 

134.5 

94.5 

0

100

200

当初10年間

（2017～2026年）

11～20年目

（2027～2036年）

21～30年目

（2037～2046年）

31～40年目

（2047～2056年）

（億円）

建替え

大規模改修

大規模改修

（積み残し）平均：158.5億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来の更新費用の推計 

 

<財政面> 

旧耐震基準 
昭和 56（1981）年以前 

 

新耐震基準 
昭和 57（1982）年以降 

 
延床面積：84,060（約 51%） 延床面積：77,999（約 48%） 

 

延
床
面
積
（
㎡
） 

設置目的やサービス内容等が類似

する施設も存在し、将来の維持管理

に多額の費用がかかることが見込まれ

ています。 

⇒今後、年平均 15.9 億円の 

更新費用が必要  

学校教育系施設（グラフの黄緑色）
の築 30年超の延床面積は、30,535 ㎡
（学校教育系施設全体の約 88.7％）
となっており、老朽化が進行しています。 

建築物系施設の更新費用 

公共施設等の状況 

 

本町が保有する建築物系施設を現在と同規模で維持し続けると仮定した場合、今後 40 年間で総額約 634.1 億円

（年間約 15.9 億円）の改修・更新費用が必要と見込まれます。（文化財及び上下水道施設除く） 

これを 10 年間ごとに見てみる

と、当初 10年では約 185億円

（年間18.5億円）が必要と見

込まれ、そのほとんどが大規模改

修（積み残し）に充当されるこ

とになります。 

11～20 年目では、約 220

億円（年間 22 億円）が見込

まれており、以降の総額は下がる

ものの、建替え費用が大半の割

合を占めることが見込まれます。 

<安全面> 

インフラ系施設の更新費用 

公共施設等の管理に関する基本方針 

 

旧耐震基準(昭和 56 年(1981

年)以前)の建物や、築30年を経過し

ている建物が多くなっています。それらの

公共施設の改修・更新の時期が今後

20 年間のうちに集中することが予測さ

れます。 

⇒築 30 年以上の建物は 56％ 

旧耐震基準の建物は 48％ 

建築物系施設の保有状況 

統合や廃止の実施方針 

◆適正な施設保有量を見極め、近隣市町との広域的

な相互利用を進めることでコンパクトシティを視野に入

れた公共施設等の再編を進めます。 

◆状況に応じて供用の廃止又は転用を検討します。民

間と競合するものや民間サービスで代替可能なもの

については、民間譲渡等も検討します。 

◆新規整備をおこなわないことを基本とし、新規整備が

必要な場合は、総量規制の範囲内でおこないます。 

現状 課題 基本的な考え方 

点検・診断の実施方針 

◆今後も安全・安心な公共サービスの機能を維持でき

るよう、公共施設等の日常的・定期的な点検・診断

を適切に実施します。 

◆その結果は、その劣化状況等を情報として集積・蓄

積(データベース化)させて一元管理をおこなうことで、

日常の管理業務の品質向上と効率化を図り、メンテ

ナンスサイクルの構築に有効活用します。 

類似自治体との一人当たり延床面積の比較 

建築年別延床面積の状況 

新旧耐震基準別の延床面積をみると、昭和 56（1981）年以

前に旧耐震基準により建てられた建築物系施設の延床面積は

77,999 ㎡となっており、約 48％を占めています。 

土地の有効活用方針 

◆利用されなくなる施設、また供用廃止が決定した施

設の跡地や遊休地は、民間への売却や貸付を検討

し、公共施設等整備のための財源確保を図ります。 

◆跡地や遊休地を有効活用し、住宅地等の整備・分

譲、企業誘致への環境整備や売却をおこないます。 

●用途や機能の重複を解消し、民

間との連携も視野に入れ、維持管

理費や事業運営費用の削減に取

り組むとともに、新たな財源確保を

検討する必要があります。 

●集中する改修・更新の時期に対

応するため、施設の見直しも含

め、改修・更新等にかかる費用を

全体的に抑制させ、平準化させる

ことが必要です。 

分類別延床面積割合 

 

公共施設等の管理に関する実施方針 

基本的な考え方を踏まえ、以下の７つの実施方針を定めました。 

●耐震性能が確認されていない建

物については、点検・診断をおこな

い、必要に応じて耐震化を進めて

いく必要があります。 

●老朽化に対応した修繕や更新を

おこない、ユニバーサルデザインを踏

まえたバリアフリー化の推進等、町

民の誰もが安心・安全に利用でき

る施設への対応が必要です。 

維持管理・修繕・更新等の実施方針 

◆データベース化された情報をもとに、施設の劣化状況

等による優先度をつけ、計画的・効率的に修繕・更

新等をおこないます。 

◆施設の修繕・更新時には、ユニバーサルデザインに配

慮し、町民の誰もが利用しやすい施設整備に努めま

す。再生可能エネルギーの導入等を検討し、環境負

荷の低減を図り、長期的な視点で維持管理費用の

削減に取り組みます。 

◆技術開発の動向を注視し、修繕・更新時には、新技

術の導入を推進します。 

厳しい財政状況への対応 

～持続性のある健全な財政と効率的・効果的な施設運営～ 

■県や近隣都市との機能分担による広域連携 

■効率的・効果的な管理運営 

■計画的かつ効率的な改修・更新の推進 

■新たな財源確保のための資金調達手法の検討 

■維持・管理・更新等の費用の平準化・削減 

■総合的なマネジメントの実現 

大分類 施設数 延床面積(㎡) 

町民文化系施設 75 20,212 

社会教育系施設 7 5,748 

スポーツ・レクリエ
ーション系施設 8 7,976 

産業系施設 8 2,427 

学校教育系施設 10 34,420 

子育て支援施設 7 4,317 

保健・福祉施設 9 5,331 

行政系施設 29 7,101 

公営住宅 48 47,382 

公園 4 1,899 

供給処理施設 2 8,444 

その他 40 16,802 

合 計 247 162,058 

 

総合的かつ計画的な管理実現のための

体制の構築方針 

◆庁内での横断的な連携推進のための体制を整備し、

経営的な視点で進めていきます。情報やデータを一

元化し提供できる仕組みを構築し、計画の進捗管理

や各部署に対する支援・調整等をおこない、連携のと

れた実効性のある庁内体制を構築します。 

◆公共施設等マネジメントに関する職員研修会等を開

催するなど、職員一人ひとりが公共サービスの機能維

持・向上のための創意工夫を発揮できる体制を整え

ます。 

◆官民連携により、包括的民間委託や指定管理者制

度、PPP／PFI の積極的な活用を図ります。 

◆ホームページ・広報紙等を活用した情報発信・情報

共有に努めます。また、町民の意見を収集するなど協

働による取り組みを推進します。 

◆町民利用施設の使用料・手数料の検証をおこない、

必要に応じて見直しを図ります。 

◆広域的連携を強化し、相互利用や共同運営等の推

進を図り、費用分担等による効率化を図ります。 

安心・安全なまちづくりへの対応 

 ～施設の安全性の確保と長寿命化～ 

■重要性、緊急性を考慮した耐震化と公共施設等の安

心・安全の確保 

■計画的な維持管理による安全性の確保と長寿命化 

保有する公共施設は、247 施設、延床面

積の合計は約 16.2 万㎡となっています。 

（平成 28年４月 1日現在） 

町民一人あたり延床面積は 8.7㎡/人と、全国平均に比べ多く、

福岡県内自治体平均の２倍以上となっています。 

 

安全確保、耐震化の実施方針 

◆維持すべき施設は、日常はもとより災害時における十

分な安全性の確保に努めます。損害を最小限にとど

め、早期復旧が可能な体制の構築に努めます。 

◆老朽化により危険性が認められた施設は解体・撤去

を基本とし、町民の安全確保に努め、供用廃止とな

った施設は売却を基本とします。 

◆維持していく施設は、優先度（利用頻度や避難所

等）に基づき、順次、耐震化対策を実施します。 

◆インフラ施設は、優先的に対策を進めるべき施設か

ら、補修工事の実施や耐震化等の対策について検

討します。修繕・更新時には耐震性を有する施設を

整備していくことに努めます。 

公営住宅 学校教育系施設 

長寿命化の実施方針 

◆長寿命化計画等の個別施設計画を策定し、今後も

維持すべき施設については長寿命化（公共施設等

の長期使用）を図ります。 

◆維持すべき施設については、従来の「事後保全」か

ら、「予防保全」へと転換し、施設のＬＣＣ（ライフサ

イクルコスト）を削減します。 

町民文化系施設 

昭和 42（1967）年～昭和 58
（1983）年にかけて学校教育系施設を
はじめ多くの施設が建設されています。 

本町が保有するインフラ系施設につい

て、今後40年間における更新費用は道路

で約 321.4 億円（年間約 8.0 億円）、

橋梁で約 59.7 億円（年間約 1.5 億

円）の改修・更新費用が必要と見込まれ

ます。 

<人口面> 

少子高齢化が進行し、人口の大幅

な減少が見込まれています。 

⇒今後 20 年間で約 5000 人減少 

人口構造の変化や将来的なニーズへの対応 

～将来人口を見据えた施設保有量の最適化と   
多様なニーズに対応したサービスの提供～ 

■施設保有量の最適化 

■計画的な整備や再配置 

■行政サービス水準等の見直しと公共サービスとして

の「機能」の維持向上 

類型別の延床面積構成比では、公営住宅が 29.2％と最も高

く、次いで学校教育系施設 21.2％、町民文化系施設 12.5％と

続き、これらの施設で全体の約６割を占めています。 

●将来的な需要に基づく「量」の見

直しが重要となります。 

●ニーズの変化を見込んだ公共サー

ビスのあり方や町の将来像を意識

した施設配置の検討、施設必要

性の見直しをする必要があります。 

計算根拠：総務省公共施設等更新費用試算ソフト 
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